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１．はじめに 

計画の背景と目的 

本市では、1970 年代における人口の急増に伴い、学校や公営住宅、市民利用施設などの「公

共建築物」や道路、橋りょう、上下水道などの「社会インフラ」（これらを総称して「公共施

設等」）を整備してきましたが、これらの多くが整備後 30 年以上を経過しており、今後はそ

の維持管理・修繕・更新に係る多額の経費が必要となることが見込まれています。

一方、今後の人口減少や少子・超高齢社会の進展などにより、大幅な税収等の増加が見込

めない中、更新費用の確保は一層困難な状況になるものと予想されており、老朽化した施設

の更新や維持管理の継続が大きな課題となっています。

このことから、本市では、長期的な視点をもって、公共施設等の統廃合や長寿命化等を計

画的に行うことにより、財政負担の軽減や平準化を図るため、その基本方針となる「富山市

公共施設等総合管理計画」を平成 28 年 12 月に、また、その具体戦略や個別施設計画である

「富山市公共施設マネジメントアクションプラン」を平成 30年 3 月に策定し、公共施設マネ

ジメントの取り組みを推進しているところです。

とりわけ、合併前の旧町村の本庁舎であった行政サービスセンター及び中核型地区センタ

ーについては、地域のシンボルとして、長きにわたり地域住民に親しまれてきた一方で、合

併後の組織体制の変更に伴い建物の空きスペースが増加していることや施設自体の老朽化が

進んでいること、耐震化が行われていないことなどから、適正な規模の建物へと面積の縮減

を図るとともに、市民の利便性を向上させるよう複合化を図ることとしています。

こうした中、大山地域においては、公共施設マネジメントにおけるリーディングプロジェ

クトとして、行政サービスセンターやその周辺にあるホールや公民館、図書館等の公共施設

を含め、必要とする機能を改めて見直し、複合化による施設床面積の縮減や施設機能の向上

を図るとともに、余剰地等へ民間商業施設等を整備することなどにより、公共施設の再編を

核とした「地域活性化」を目指すこととしています。

そして、平成 30 年度には、地域の代表者や施設利用者等によるワークショップを計 4回に

わたり開催し、現状の把握や課題の整理のほか、整備コンセプトや導入機能などについて様々

な議論を重ねながら、地域の皆様とともに、「大山地域公共施設複合化事業（リーディングプロジ

ェクト）基本構想」を策定したところです。

本計画は、基本構想や関係課で構成する庁内プロジェクトチームにおけるその後の検討等

を踏まえ、大山地域におけるリーディングプロジェクトの基本的な方針を示すとともに、必

要となる施設の整備や管理・運営のあり方等を取りまとめるものです。
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＜リーディングプロジェクト＞ 

  本市において、公共施設マネジメントの観点から、今後の再編を進める上でモデルとな

る事例を創出するための事業であり、行政サービスセンターやその周辺にある公共施設を

含め、必要とする機能を改めて見直し、複合化の手法によって、施設の床面積の縮減や施

設機能の向上を図るとともに、跡地等には地域活性化につながる民間の商業施設を整備す

るなど、公共施設の再編を核としたまちづくりを目指すものです。

計画の位置付け 

公共施設複合化のモデル 

地域課題の解決 

住民・行政・民間が一体となったまちづくり 
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２．地域の現状と課題 

まちづくりの現状と課題 

大山地域の総人口は今後も減少傾向が続き、令和 42 年（2060 年）には約 4,000 人まで減少す

ると予測されています。年齢区分別にみると、年少人口、生産年齢人口、高齢者人口のいずれの

区分においても大きく減少しますが、特に年少人口と生産年齢人口の減少率が高くなっており、

当面は高齢化率の上昇が続くものと見込まれます。

人口の分布をみると、人口が多いエリアも一部みられますが、地域内に広く分布しています。

「富山市都市マスタープラン」においては、大山地域では、上滝地区の上滝駅周辺は地域にお

けるまちづくりの核となる地域生活拠点、また、福沢地区にある富山国際大学周辺は学術文化拠

点、常願寺川沿いはスポーツ・レクリエーション拠点及び治水に関わる歴史景観拠点として位置

付けられています。

また、富山市都市マスタープランに基づく居住機能や福祉・医療・商業等の都市機能の立地、

公共機能の充実等に関する計画である「富山市立地適正化計画」では、大山地域の上滝駅と大川

寺駅から半径 500m 内の用途地域が設定されている範囲が、「居住誘導区域（居住を誘導するエリ

ア）」及び「都市機能誘導区域（都市機能を誘導するエリア）」として定められています。

しかし、今後の人口の推移では、地域生活拠点である上滝駅周辺ではなく大庄地区を中心に人

口が増加すると予想されており、老朽化の進んでいる都市機能について更新を図り、地域生活拠

点の拠点性を高めることが今後の課題であると考えられます。

また、商業施設や医療施設等の民間施設は、大庄駅周辺と上滝駅周辺に立地しており、人口の

多い地域からは比較的アクセスしやすいですが、地域内にはスーパーやドラッグストアがないこ

とから、地域生活拠点での日用品の物販機能の確保が課題となっています。



4 

公共施設の現状と課題 

１）公共施設の現状 

  大山地域には、公共施設が 43施設立地しており、その総延床面積は約 7万㎡、人口１人当た

りの延床面積は約 7㎡となっています。 

  また、稼働率が低い施設や利用人数が少ない施設が多く、費用対効果の面からも利用率の向

上や維持管理費の削減が求められています。 

図表 1 大山地域の公共施設の概要 

No. 施設分類 施設名 
延床面積

（㎡） 

築年数

（年）

利用状況 

（平成 28 年度） 

1 集会施設 
上滝地区コミュニティセンター

（上滝公民館） 
563.17 16 12.0%（稼働率） 

2 集会施設 
大庄地区コミュニティセンター

（大庄公民館） 
1,084.57 12 26.7%（稼働率） 

3 集会施設 
小見地区コミュニティセンター

（小見公民館） 
678.00 13 6.3%（稼働率） 

4 集会施設 
福沢地区コミュニティセンター

（福沢公民館） 
704.74 19 14.2%（稼働率） 

5 集会施設 文珠寺公民館 423.05 37 6.1%（稼働率） 

6 集会施設 
牧公民館 

（牧地区コミュニティセンター）
482.38 39 2.3%（稼働率） 

7 集会施設 （旧）上滝公民館岡田分館 154.71 32 - 

8 集会施設 （旧）瀬戸集落センター 125.87 25 - 

9 集会施設 楜ヶ原集落センター 89.40 26 6.6%（稼働率） 

10 集会施設 大山地域市民センター 1,593.69 53 8.8%（稼働率） 

11 集会施設 大山農村環境改善センター 1,016.02 39 13.7%（稼働率） 

12 文化施設 大山文化会館 2,658.48 38 3.3%（稼働率） 

13 図書館 大山図書館 855.00 38 17,179 人（利用人数）

14 博物館等 大山竪穴住居跡展示館 90.00 23 - 

15 博物館等 大山歴史民俗資料館 806.72 35 1,452 人（利用人数） 

16 スポーツ施設 大山社会体育館 2,035.99 47 34,132 人（利用人数）

17 スポーツ施設 
大山Ｂ＆Ｇ海洋センター 

（体育館） 
1,102.28 36 2,241 人（利用人数） 

18 スポーツ施設 （旧）牧体育館 491.30 40 - 

19 スポーツ施設 
大山Ｂ＆Ｇ海洋センター 

（プール） 
958.36 36 - 

20 スポーツ施設 
大山総合体育センター 

（スポール） 
1,777.32 22 20,981 人（利用人数）
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No. 施設分類 施設名 
延床面積

（㎡） 

築年数

（年）

利用状況 

（平成 28 年度） 

21
レク リエーシ ョ

ン・観光施設 

農山村交流センター 
1,727.26 20 55,244 人（利用人数）

22
レク リエーシ ョ

ン・観光施設 

白樺ハイツ 
3,729.31 42 52,353 人（利用人数）

23 産業系施設 
大山研修所（温室、管理棟、ポン

プ室、作業棟） 
830.16 31 - 

24 学校 上滝小学校 6,539.00 38 108 人（生徒数） 

25 学校 大庄小学校 6,578.42 33 307 人（生徒数） 

26 学校 福沢小学校 3,217.67 34 30 人（生徒数） 

27 学校 小見小学校 3,197.24 36 23 人（生徒数） 

28 学校 上滝中学校 6,392.00 44 307 人（生徒数） 

29 幼保・こども園 大山中央保育所 497.79 29 35 人（児童数） 

30 幼保・こども園 福沢保育所 265.28 28 7 人（児童数） 

31 幼保・こども園 （旧）上滝幼稚園 740.13 43 - 

32 幼保・こども園 大庄幼稚園 498.58 35 24 人（園児数） 

33 幼保・こども園 小見幼稚園 509.33 31 4 人（園児数） 

34 高齢者福祉施設 大山老人福祉センター 1,038.39 41 22,047 人（利用人数）

35 保健施設 （旧）大山保健福祉センター 569.81 41 - 

36 庁舎等 大山行政サービスセンター 2,063.77 61 - 

37 消防施設 大山消防署 1,487.26 34 - 

38 消防施設 大山消防署小見分遣所 245.11 12 - 

39 公営住宅 
新曙町団地（市営・準公営・特公

賃住宅） 
4,137.06 22 - 

40 公営住宅 殿様林団地（市営住宅） 2,421.40 59 - 

41 公営住宅 福沢団地（市営住宅） 849.78 30 - 

42 公営住宅 中滝団地（市営住宅） 3,845.63 37 - 

43 その他 大山車両センター 657.00 41 - 

※ 築年数は、平成 30 年度時点。
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２）地域住民によるワークショップで出された課題 

基本構想の策定に当たり、地域における公共施設の課題の把握とその解決を図るため、地域

の代表者や施設利用者等によるワークショップを開催しました。ワークショップでは、大山地

域における公共施設の課題やあり方、求める機能等について、施設分類やまちづくりの視点か

ら活発な意見交換が行われました。

ワークショップで出された施設分類別の課題としては、

 各地区におけるコミュニティの場となる集会施設については利用率が低い施設が多い一方

で、類似の機能を持つ施設があるなど、効率化が図られていないこと

 図書館については、子育て世代が利用しやすい施設になっていないこと

 庁舎については人員に対して施設規模が過大になっており、多くの空きスペースが発生し

ていること

 既に廃止された公共施設が有効活用されていないなど、資産を生かしきれていないこと

などが挙げられます。

図表 2 施設分類別の課題 

施設分類 課題

集会施設 【現状課題】

 100 人規模で集まれる部屋がないなど、施設の機能や規模が実情や

ニーズに合っていない。

 使い勝手の悪い部屋は稼働率が低い。

 公民館には調理室がなく、地域内で利用できる場所も限られている。

【統廃合した場合の課題】

 統廃合した場合、距離が遠くなり、集会の集まりが悪くなることが

予想される。

 統廃合した場合、災害時にアクセスしやすい避難所がなくなること

は課題だ。

 統廃合により他地区の公民館を使うことには抵抗がある。

文化施設 【廃止した場合の課題】

 文化会館が廃止されると、住民の文化・芸術活動のための場が不足

する。

 文化会館が廃止されると、成人式等の大人数が集まることができる

スペースがなくなる。

 近隣の代替施設を利用する場合、自動車を使えない高齢者等にとっ

ては遠く、利用しづらい。
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施設分類 課題

図書館 【現状課題】

 子育て世代や多世代が利用できる施設が不足している。

【統廃合した場合の課題】

 市の中心部の図書館は遠いので、現在の規模や機能を維持してほし

い。

博物館等 【現状課題】

 地域の中心から離れており、行く目的になるような施設となってい

ない。また、博物館の周辺に目的となる施設もない。

 利用者が少なく、今後も増加は見込めない。

スポーツ施設 【統廃合した場合の課題】

 中学校の部活で利用されている施設は、廃止すると学校の活動に支障

が出る。

レクリエーション・

観光施設

【現状課題】

 スキー場は大山地域の魅力であるが、その魅力を生かしきれていな

い。観光の目玉として機能していない。

学校 【現状課題】

 児童生徒数がピーク時より大幅に減少している。

 居住地に関わらず、小学校を選択できるなど、多様な教育を選択で

きる仕組みがない。

 エアコンが設置されていないなど、教育環境を確保するための改修

が十分に実施されているとは言えない。

【統廃合した場合の課題】

 統廃合した場合、地域コミュニティの場が不足する。

 統廃合した場合、地区外の学校に通うことになっても子どもたちと

地区との関係が継続できるようにしたい。

 統廃合した場合、学校が遠くなるため、通学時の安全性や利便性を

確保する必要がある。

 統廃合した場合、災害時にアクセスしやすい避難所がなくなること

は課題だ。
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施設分類 課題

幼保・こども園 【現状課題】

 園児数が減少していることから、園児同士の交流の機会が減り、活

動に支障が出ている。

 保育園や幼稚園は制約が多く、利用ニーズに合わないため、利用さ

れていない場合もある。

 子どもを安心して育てられる環境が整っていない。大山地域には児

童館がなく、現在の子育て支援センターは手狭である。

【統廃合した場合の課題】

 統廃合により遠くなったり、民営化して利用料金が高くなると、利

用者の負担が増える。

高齢者福祉施設 【現状課題】

 洪水時の緊急避難所になっているが、平屋建てで高台に立地してい

るわけではないため不安がある。

まちづくりに関する意見を視点別に整理するとともに、公共施設等の課題をそれぞれの視点に

対応するよう整理したところ、主な課題として、統廃合をした場合のコミュニティの場を確保す

ることや自動車を使えない住民にも配慮する必要があることなどが挙げられました。

図表 3 課題の視点と意見 

課題の視点 課題に関する意見

地域の活性化
 統廃合をするとコミュニティの場が不足する。

 多世代が交流できるスペースが不足している。

アクセス性の確保
 地域内で交通利便性に差がある。

 自動車が使えない高齢者等にとっては利用しづらい。

地域に必要な機能の

確保

 スーパーのような商業施設がなく、買い物が不便。
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３．計画の基本コンセプト 

整備の方向性 

地域課題の解決のための「まちの活力向上拠点」を整備 

平成 30 年度に開催したワークショップでは、人口減少、少子・超高齢社会の進展等により、 

地域の活力の低下が懸念されていることや、まちづくりの核と位置付ける地域生活拠点にお

ける都市機能の向上を図り、拠点性を一層高めることが重要であるとの意見声が多くありま

した。 

このことから、大山地域においては、まちづくりの核と位置付ける地域生活拠点において

公共施設を集約し、コミュニティ機能等の強化を図ることにより、地域の活性化や利便性の

向上、地域におけるまちづくりの推進を図ることとします。

公共施設再編のための新規施設整備と複合化 

大山地域の公共施設には、老朽化が進み、安全性に不安のある施設のほか、稼働率が非常

に低く、利用者のニーズに合っていない施設もあることから、更新の際には、安全性と必要

な機能を確保することに加え、人口減少を見据え、公共施設の総量縮減による財政負担の軽

減を図る必要があります。

このことから、既存の公共施設を複合化し、新規に複合施設として整備することにより、

必要な機能と安全性を確保しつつ、施設総量の縮減を図り、整備費・維持管理運営費等の軽

減を図ります。

 なお、必要な機能の確保に当たっては、新規の複合施設だけでなく、既存の公共施設のう

ち、安全性が確保できる施設の全部又は一部を活用することにより、将来市民の財政負担の

軽減にも十分に配慮することとします。

PPP手法の導入 

財政負担を軽減するだけでなく、民間事業者が持つ様々なノウハウを生かし、公共施設の

利用者満足度の更なる向上を図るため、PPP（Public Private Partnership）手法の導入につ

いて検討します。 
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コンセプト及び対象エリア 

コンセプト 

ワークショップにおける意見を踏まえ、まちづくりの核となる地域生活拠点における都市

機能の更なる向上や、地域の活性化、地域におけるまちづくりの推進を図るため、「まちの活

力の向上」をコンセプトとします。

＜コンセプトのイメージ＞

・ 機能を複合化し、様々な用途で使用可能なスペースを用意することで、大山地域の方々の交

流を促進し、コミュニティの維持や活性化に寄与する施設とします。

・ 高齢者や子育て世代、学生などの若者にとっても利用しやすい魅力的な施設とし、幅広い世

代の方々が集い、交流することができる施設とします。

・ 行政機能や交流機能等を複合化し、利便性の高い施設とします。

対象エリア 

大山地域の課題である地域生活拠点における都市機能の向上を図るため、地域生活拠点であ

り、かつ老朽化した公共施設が集積するとともに、「地すべり」などの土砂災害の被害を受け

るおそれが低いエリアである大山行政サービスセンター周辺にて複合施設を整備します。

図表 4 対象敷地 

敷地面積 建蔽率 容積率 用途地域 
約 4,500 ㎡ 60% 200% 第一種住居地域 

※敷地面積については、未測量のため、現時点では概算です。
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導入機能 

ワークショップにおける意見等を踏まえ、大山行政サービスセンター、大山地域市民センタ

ー、上滝公民館・上滝地区コミュニティセンター、大山図書館、大山文化会館、大山歴史民俗

資料館の必要な機能を確保した複合施設を整備します。

複合施設の規模については、窓口や福祉等の行政サービスの維持・確保、床面積の縮減によ

る整備費・維持管理費の負担軽減等の観点を基本としつつ、単なる既存機能の更新ではなく、

複合化による効果の最大化により多くの住民にとってより良いサービスを提供できるよう、機

能の向上やこれまでにない使い方ができるような施設とすることを目指します。

図表 5 概念図 
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複合施設の機能 

① 行政機能 

窓口サービスや業務内容など、現在の機能は維持しますが、施設規模は縮小します。ただ

し、他の機能との複合化により、より利便性が高まるような工夫を行います。

図表 6 主な業務内容 

名称 主な業務内容

大山行政サービスセンター

総務課

住民の地域活動の支援に関する事務、関係部局との連絡調整

により実施する窓口サービス

大山行政サービスセンター

地域福祉課

生活保護相談、民生委員との連絡調整、児童福祉、母子・父

子寡婦福祉、こども・妊産婦・ひとり親家庭等医療費助成、

保育所入所等の申請受付・審査・決定、後期高齢者医療、障

害者・高齢者福祉の申請受付・審査・決定、要介護認定等申

請受付、地域包括支援センター、国民年金・国民健康保険の

届出・申請受理等

大山行政サービスセンター

市民生活課

住民票、戸籍、印鑑登録・証明、マイナンバーカード交付等、

税証明、住民自治の推進、市民相談、消費生活、ボランティ

ア、地区センターとの連絡調整、交通安全、防犯、女性・青

年団体活動支援、スポーツ団体育成、おでかけ定期券等

大山保健福祉センター
大山地域内における各種健康診査及び健康相談、訪問指導、

栄養相談及び指導、福祉に関する相談

大山教育行政センター
大山地域内における教育行政全般（学校教育に関する連絡調

整・協議、社会教育（生涯学習）に関する事項）

② コミュニティ機能 

大山地域市民センター、上滝公民館（上滝地区コミュニティセンター）の機能を一体化し

た「地域交流センター」を設け、学校や地域の催しのほか、各種サークル活動や軽運動など、

子どもからお年寄りまで幅広い世代の方々が様々な用途で利用できるスペースを確保します。

また、大山文化会館（平成 31年 3月廃止）のホール機能は、様々な用途で利用できる多目

的ホールとして必要な機能を確保します。

③ 文化機能 

大山図書館は、現在の機能を維持しますが、延床面積は縮減します。ただし、他の機能と

の連携等により、サービスの更なる向上を図ります。 

また、大山地域の文化や歴史のほか、地域の特色等を後世に伝承するためのコーナーを設

置します。 
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４．整備計画 

計画条件 

人口推移 

大山地域の人口は、平成 27 年時点で約 1 万人ですが、令和 42 年までに約 6 割減少し、

約 4,000 人程度になると見込まれます。 

また、人口区分別にみると、年少人口、生産年齢人口、高齢者人口のすべての区分で大

きく減少し、高齢化率も上昇すると推計しています。 

図表 7 将来推計人口 

11.6% 10.4% 10.3% 10.6% 9.8% 9.7% 9.9% 9.8% 9.4% 9.2%

58.0% 57.2% 55.6% 53.9% 52.4%
48.7% 47.2% 47.2% 48.3% 49.8%

30.4% 32.4% 34.1% 35.4% 37.8%

41.6% 42.9% 43.1% 42.3% 41.1%
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年少人口（15歳未満） 生産年齢人口（15～64歳） 高齢者人口（65歳以上）

年少人口割合 生産年齢人口割合 高齢者人口割合



14 

職員数 

複合化の対象とする施設の現在の職員数は下表のとおりです（令和元年 5 月 1 日現在、定

数外職員含む）。今後の人口の推移等に伴う人事異動や組織体制の変更等により職員数は一定

程度増減することも考えられます。

＜大山行政サービスセンター＞

名称 人数
大山行政サービスセンター総務課 16人
大山行政サービスセンター地域福祉課 8人
大山行政サービスセンター市民生活課 7人
大山保健福祉センター 6人
大山教育行政センター 3人

計 40人

＜上滝公民館（上滝地区コミュニティセンター）＞

名称 人数
上滝公民館 1人

＜大山図書館＞

名称 人数
大山図書館 4人

＜大山歴史民俗資料館＞

名称 人数
大山歴史民俗資料館 3人

施設規模 

現状の施設の延床面積は下表のとおりです。複合施設の延床面積は、国土交通省の新営一

般庁舎面積算定基準（国の機関の一般庁舎の面積算定に関する基準）のほか、現行の人員体

制やサービス内容、市内の類似施設の状況等を踏まえ、約 2,100㎡とします。
   また、既存施設の大山情報公開センターは、行政機能の一部としてそのまま活用します。

図表 8 複合施設の面積 

施設名 
現在の 

延床面積 

整備後の延床面積 

複合施設 既存施設 

大山行政サービスセンター 2,064 ㎡

行政機能 

コミュニティ機能

文化機能 

行政機能 上滝公民館 

上滝地区コミュニティセンター
563 ㎡

大山地域市民センター 1,594 ㎡

大山文化会館 2,658 ㎡

大山歴史民俗資料館 807 ㎡

大山図書館 855 ㎡

合計 約 9,000 ㎡ 約 2,100 ㎡ 約 500 ㎡
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諸室整備計画 

複合施設における必要諸室と整備に当たっての留意事項、想定面積は次のとおりです。なお、

各必要諸室の想定面積は、今後の検討により増減することがあります。

図表 9 複合施設における必要諸室と留意事項、想定面積 

必要諸室名 留意事項
想定面積

（㎡）

行
政
機
能
（
行
政
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー
）

執務室

・市民が利用しやすいよう低層階に配置します。

・日常的な打合せや作業スペース、事務機器スペ

ース、収納等を適宜確保します。

・ＩＴ化の進展や組織体制の変更、職員数の増減

等に伴うレイアウト変更にも柔軟に対応でき

るよう配慮します。

250㎡

会議室等

・会議や打合せのほか、各種選挙における投票所

としても使用できる会議室を確保します。

・利用のしやすさとプライバシーの確保に配慮

した相談室を設けます。

・母子保健事業等で使用する診察室や多目的室

を確保し、より快適かつ安全に利用できるよう

床材等を工夫します。

140㎡

倉庫・書庫

・既存の備品や書類の保管に加え、将来的な総量

を想定した面積を確保します。

・職員が利用しやすい配置とします。

90㎡

サーバー室等

・現在の機能を維持、充実させるため、以下の諸

室を設けます。

・更衣室は、職員数や男女比の変化に柔軟に対応

できるよう、移動式の間仕切り壁とします。

（サーバー室、宿直室、給湯室、更衣室）

70㎡

小  計 550㎡
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コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
機
能
（
地
域
交
流
セ
ン
タ
ー
）

多目的ホール

・最大 250 人程度が一堂に会することができ、
演奏会やイベント、学校やサークルによる発表

会などの地域の様々な催しのほか、子育て世代

を支える活動など、幅広い用途で使用できる多

目的なホールとします。

・移動間仕切りを設置することで、利用人数や用

途に柔軟に対応し、稼働率の向上を図ります。

・様々な用途での使用を想定し、倉庫のスペース

を設け、机や椅子は収納可能なものとします。

・適切な防音、音響、耐久性能を確保します。

300㎡

会議室等

・会議室は、多様な利用ニーズに応えるため、集

会や会議だけでなく、少人数での軽運動や工作

等のサークル活動での使用を想定します。

・移動間仕切りを設置することで、利用人数や用

途に柔軟に対応し、稼働率の向上を図ります。

・子育てサークルや各種教室などでの利用を想

定し、和室や調理実習室を確保します。

・調理実習室は料理教室や地域イベントでの賄

いスペースとして、使い勝手の良いものとなる

よう、レイアウトを工夫し、適切なスペースを

確保します。

180㎡

収納庫
・備品等の保管のため、適正規模のスペースを確

保します。
10㎡

事務室

・上滝公民館（上滝地区コミュニティセンター）

と大山地域市民センターの各事務所機能を併

せた事務室を確保します。

・事務室は、職員数にあった適正規模のスペース

とします。

30㎡

展示コーナー

・大山地域の文化や歴史のほか、地域の特色等を

後世に伝承するためのコーナーを設置します。

・ホワイエとの連続性を意識した、開かれた空間

とします。

40㎡

小  計 560㎡
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文
化
機
能
（
図
書
館
）

開架室

・子どもからお年寄りまでの幅広い世代の方々

が気軽に集まれる空間とします。

・レイアウトの工夫等により、開放的な空間を演

出します。

・保健センターとの連携等を推進するため、読み

聞かせ等を行うスペースの設置を検討します。

・開架資料は 40,000冊（うち児童書 10,000冊）
程度とします。

・地域を知り、誇りを持った人材を育成するた

め、歴史的・文化的な地域資源に関する資料を

配置します。

・図書館のエントランス付近に 24時間返却可能
なブックポストを設置します。

・入退場ゲートなど、盗難防止のための措置を講

じます。

300㎡

書庫

・閉架書庫は、可動式書棚により 35,000冊程度
の収納を可能なものとします。

・搬入搬出及び管理が行いやすい場所に、適切な

規模を確保します。

100㎡

事務室
・作業効率が良く、職員数にあった適正規模のス

ペースを確保します。
50㎡

小 計 450㎡

共
用
部

エントランス・ホワイ

エ・待合ロビー・トイ

レ・授乳室・廊下・階

段・エレベーター・機

械室等

・明るく開放的なエントランスとします。

・多様な利用者を想定したユニバーサルデザイ

ンによる施設とします。

・施設利用者の安全性を考慮し、十分な滞留空間

を確保するとともに、待合スペースには寛ぐこ

とができるよう椅子等を適宜設置します。

・男女別トイレや多目的トイレは、利用しやすい

配置とし、利用者がよりリラックスできる空間

とするため、施設や設備の充実を図ります。

・おむつ交換台などの必要な設備を備えた授乳

室を確保します。

540㎡

合   計 2,100㎡
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図表 10 複合施設の利用イメージ 

間仕切りのできる大空間を確保することで、

様々な用途に利用できる。

オープンスペースにキッチンスペースを設け

ることで、イベント等でも利用できる。

図書館の活用イメージ（左：岩手県立図書館、右：沖縄県立図書館）
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配置計画 

 複合施設については、現在の行政サービスセンターや図書館、公民館の機能を仮移転さ

せることなく整備が可能であることや、行政機能の一部（倉庫等）として引き続き活用す

る大山情報公開センターとの一体的な運用が可能であることなどを踏まえ、大山地域市民

センター解体後の敷地に配置することとします。 

なお、施設配置に当たっては、以下の考え方を基本とします。 

敷地の有効利用 

駐車場や動線、緑地等を適切に配置することで、貴重な敷地の有効活用を目指します。 

良好なアクセスの確保 

できるだけ建物内にアクセスしやすい動線を確保します。 

安全性の確保 

敷地内は歩行者・自転車・自動車の動線が交差しない「歩車分離」とし、安全な動線と

します。 

図表 11 配置イメージ 
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平面計画 

以下の基本的な考え方に基づき、複合施設の平面計画を検討します。 

わかりやすく管理しやすいゾーニング 

利用者にとってわかりやすく、かつ利用しやすい諸室配置とします。また、施設機能ご

とに利用時間や利用形態が異なるため、それぞれ空間を明確に区分し、動線も必要時以

外は重ならないよう配慮します。 

執務空間の充実とゆとりの確保 

執務のしやすい機能配置と、利用者の待合やカウンター配置など必要なスペースを確保

します。 

図表 12 機能配置イメージ 

赤矢印は主要動線 

構造計画 

複合施設の構造種別は、経済性、工期の短さ、一定の耐震性能、柱のない大規模空間の確

保の容易性等から、適切な構造種別を選択します。 

設備計画 

安全で快適な空気・衛生環境等を維持できるものとします。同時に省エネルギーや環境

負荷低減に配慮した維持管理の容易な方式とし、ランニングコストの低減を図ります。 

また、民間事業者からの提案をもとに、地域資源である小水力やバイオマスなどの再生

可能エネルギーの導入についても、費用対効果の観点も含め検討します。 
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管理・運営計画 

複合施設に導入される機能（部署等）は、それぞれ開庁日（開館日）や開庁時間（開館時

間）が異なることに加え、個人情報の取扱い等があることから、これらに配慮した管理形

態を検討します。また、複合施設の各機能は、これまで通り直営による運営を基本としま

す。 

なお、複合施設の管理・運営については、以下の基本的な考え方をもとに検討します。 

＜複合施設の管理・運営の基本的な考え方＞ 

・ 行政サービスセンター、地域交流センター、図書館の各機能だけでなく、それぞれの機能

が複合していることを生かし、一体的な管理・運営を目指し、利用者の利便性の向上を図

ります。 

・ 誰もが利用しやすい施設の管理・運営を目指し、多世代の利用を促進します。 

・ 様々な用途で使用可能なスペースを用意するだけでなく、利用方法など多様なニーズに

も柔軟に対応します。 

図表 13 管理・運営形態（想定） 

（複合施設）

機能 維持管理 運営 

行政サービスセンター 

民間 直営 地域交流センター 

図書館 
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５．事業計画 

事業スキーム 

本事業では、財政負担の軽減や平準化を図るだけでなく、民間事業者のノウハウを生かし、利

用者満足度の向上を図るため、PPP 手法の導入を検討します。 

１） 事業方式 

 ① 想定される事業方式 

  従来方式 

従来方式では、市の自己資金により施設を整備します。設計、建設、維持管理・運営の独立

性が高いため、大きなコスト削減効果や財政負担の平準化は期待できません。

また、施設の設計、建設、維持管理・運営は市が自ら行うことから、他の方式に比べて発注

手続き等は簡素化されますが、分離発注となるため、民間ノウハウ導入の余地は限定的です。

  PFI-BTO（Build Transfer Operate）方式 

PFI-BTO 方式は、民間事業者が施設を建設し、施設完成後に公共に所有権を移転し、民間事

業者が維持管理及び運営を行う方式です。 

一括発注、長期分割払いとなるため、コスト削減効果や財政負担の平準化が期待できる一方、

PFI 法に基づく手続きが必要となるため手間がかかります。 

本事業においては、市の直営による運営を基本としていますが、民間事業者により設計、建

設、維持管理を一体的に実施できることから、より柔軟なレイアウトや維持管理ができる新し

い形の施設となる可能性があります。

  PFI-BOT（Build Operate Transfer）方式 

PFI-BOT 方式は、民間事業者が施設を建設・維持管理し、事業終了後に公共に所有権を移転

する方式です。 

PFI-BTO 方式と同様に、一括発注、長期分割払いとなるため、コスト削減効果や財政負担の

平準化が期待できますが、租税負担が発生することなどから、その効果が十分に発揮されない

可能性があります。
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② 市場調査（サウンディング調査） 

本事業において想定される事業方式について、民間事業者に対する市場調査を行ったところ、

PFI-BTO 方式に対する否定的な意見はありませんでした。ただし、PFI の実績やノウハウを持た

ない、地元の民間事業者も参画しやすいよう留意が必要であるという意見がありました。 

また、事業期間については、概ね 15 年程度が望ましいとの意見が得られました。

  なお、余剰地等を活用した民間収益施設の整備（余剰地活用事業）については、立地や市場性

などの観点から、極めて困難であるとの意見が大勢を占めました。 

 ①及び②を踏まえ、導入可能な民間活力の導入手法について比較検討した結果、本事業に最適

な事業手法は、PFI-BTO 方式と考えられます。 
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図表 14 評価 

検討の視点 従来方式 PFI（BTO）方式 PFI（BOT）方式 

コスト面 

総事業費 設計、建設、維持管理・運営の独立性が高く、大

きなコスト削減効果は期待できない。 

一括発注となるため、コスト削減効果が期待され

る。 

一括発注となるため、コスト削減効果が期待され

る。 

市の財政負担 初期投資において市の資金調達が必要となる。 長期分割払いとなり財政平準化が期待される。 長期分割払いとなり財政平準化が期待される。 

固定資産税等の課税 施設は市所有のため固定資産税・都市計画税は発

生しない。 

施設は市所有のため固定資産税・都市計画税は発

生しない。 

施設は民間所有のため固定資産税・都市計画税が

発生する。 

評 価 ○ ◎ ○ 

サービス面 

利用者利便性 運営は直営のため現状維持。 運営は直営のため現状維持。 運営は直営のため現状維持。 

評 価 ○ ○ ○ 

民間意向 

民間の評価（手続き、リ

スク分担・収益性の確

保） 

通常の請負業務と同様。 手続きのための手間が多く、事業開始までに相当

な時間を要する。 

設計、建設、維持管理を通じて、一体的に民間ノ

ウハウが導入でき、機能性や快適性の高い施設整

備が可能である。 

手続きのための手間が多く、事業開始までに相当

な時間を要する。 

設計、建設、維持管理を通じて、一体的に民間ノ

ウハウが導入でき、機能性や快適性の高い施設整

備が可能である。 

評 価 ○ ○ ○ 

総合評価 ○ ◎ ○ 

◎：優れている、○：現状維持又は一長一短がある、△：劣っている 
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事業期間 

期間については、概ね 15年程度と想定しています。

業務範囲 

  本事業における業務範囲について、想定する官民の役割分担を示します。

図表 15 民間事業者との業務役割分担（想定） 

業務項目
業務分担

民間 市

設計業務 既存施設の解体設計 〇

基本設計 〇

実施設計 〇

解体業務 既存施設の解体工事 〇

建設業務 敷地造成 〇

建設工事 〇

外構工事 〇

什器備品等設置 〇

引越し 〇 △

工事監理業務 工事監理 〇

維持管理業務 建築物保守管理 〇

建築設備保守管理 〇

清掃・警備 〇

植栽維持管理 〇

運営業務 行政サービスセンター運営 〇

地域交流センター運営 ○

図書館運営 ○

〇：主担当、△：支援

事業形態 

  本事業はサービス購入型とします。

その他 

   事業者の公募に当たっては、現在、同じくリーディングプロジェクトとして事業スキーム

等の検討を進めている「大沢野地域公共施設複合化事業」との一体的な募集についても、そ

のメリットやデメリット等を踏まえながら、引き続きそのあり方を検討します。
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事業スケジュール 

本事業におけるスケジュールは、次のとおり想定しています。なお、採用する事業方式等によ

りスケジュールは変更する場合があります。

図表 16 本事業におけるスケジュール（PFI方式の場合） 

令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度以降

概算事業費 

本事業における施設整備等の概算事業費は約 15 億円（税込）と想定しています。主な費用項

目は以下のとおりです。なお、事業費はあくまで現時点の概算であり、今後の検討により増減す

る場合があります。

＜主な費用項目＞

  設計・工事監理費、工事費、解体撤去費、引越費

（設備・備品費は含んでいません。）

事業者選定・契約

基本・実施設計、解体設計・工事、建築工事 

移転
供
用
開
始

解体設計・工事 
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６．今後の検討に向けて 

これまで、大山地域におけるリーディングプロジェクトの基本的な方針や施設整備に向けた基

本的な考え方などについて整理しました。

今後は、これらの方針や考え方に基づき、地域の新たなシンボルとして、また、地域活性化に

向けた拠点施設として、より多くの皆様に長きにわたり親しまれる施設となるよう引き続き検討

を進めます。

なお、検討に当たっては、社会経済情勢の変化に柔軟に対応するとともに、将来世代に大きな

負担を残さないよう、財政の健全化にも配慮しつつ、PPP 手法の導入等により、民間事業者の新た

な発想や工夫を最大限に取り入れながら、サービスレベルの向上が図られるよう努めていきます。

また、余剰地等の活用については、市場調査の結果を踏まえ、本事業による実現には課題が多

いと考えられますが、引き続き、関係商業者等に対し、スーパーマーケットやドラックストア等

の新規出店を支援する「富山市都市機能立地促進事業」の周知・啓発に努めるなど、地域課題の

解決に向けた取り組みを推進します。
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７．参考（ワークショップ等の概要） 

 本計画の前提となる「大山地域公共施設複合化事業［リーディングプロジェクト］基本構想」

の策定に当たっては、より地域の実情を反映したものとなるよう、以下のコミュニケーション手

段を活用し、地域住民や施設利用者の方々から幅広い意見をいただきました。

図表 17 コミュニケーション手段の概要 

コミュニケーション手段 概要 

ワークショップ 

大山地域にお住まいの方にご参加いただき、グループに分かれ

て、まちづくりと公共施設の課題やその解決策、具体的なプランな

どについて、自由に議論をいただきました。 

回数を重ね、議論を深めていただくため、同じ参加者に継続して

ご参加いただき、議論の取りまとめを行いました。 

オープンハウス 

（パネル展示型説明会） 

地域住民の皆様が集まる施設などでパネルを利用し、ワークシ

ョップで挙げられた意見やそれらを反映したリーディングプロジ

ェクトのプランなどの内容を広報しました。 

ニューズレター 

ワークショップで挙げられた意見やそれらを反映したリーディ

ングプロジェクトのプランなどをお知らせするチラシ（ニューズ

レター）を地域内の各世帯に配布するとともに、ワークショップで

検討されている内容についての意見を募集しました。 
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① ワークショップ 

＜第１回＞

開催日時 平成 30 年 7 月 22 日（日） 

参加者数 29 名 

概要

・進め方の確認 

・検討に当たっての前提条件の理解 

・地域別実行計画、リーディングプロジェクトの内容理解 

・公共施設を取り巻く課題の共有 

主な意見等

１．計画検討やワークショップの進め方について 

１）地域別実行計画の考え方や検討の進め方 

 公共施設を減らす必要があることは理解できるが、不便にならないよう

にサービスの維持やアクセスに配慮してほしい。 

２）ワークショップの進め方 

 これまでのまちづくり計画を市と住民で話し合ってきたので、検討の経

緯も踏まえてほしい。 

 これからの地域を担う若者や子育て世代、人口が多い地域の方の意見も

反映してほしい。 

２．地区のまちづくりや公共施設について 

１）まちづくりの現状と課題 

 公共施設や商業、地域の催しが成り立たなくなってきていることに不安

を感じる。また、地域の中心部と山間部では生活圏や利便性が異なる。

アクセス性は重要だ。 

２）公共施設の現状と課題 

 どの施設も利用者が少ない。地域の行事ができる場所が必要だ。また、

市民の交流の場となるスペースがあるとよい。 

３．リーディングプロジェクトとなる複合施設 

 １カ所で行政の手続き、買い物、集会、学習などの用事が済ませられる

と便利で住民が集いやすい。機能が複合化することで、世代間交流が図

られるとよい。 

 活動の制限が少なく使い勝手が良い、集客力のあるイベントが開催され

ているなどソフトが重要だ。 
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＜第２回＞

開催日時 平成 30 年 9 月 2 日（日） 

参加者数 29 名 

概要
・地域における公共施設を取り巻く課題の共有 

・課題解決の方向性、アイデア出し 

主な意見等

１．用途別方針について 

（１）市民文化系施設 

 地区内に活動の場がほしい。災害時にアクセスしやすい避難所がなくな

ることは、地区にとって大きな課題となる。 

 新しくホールを作る場合、多機能型にすると利便性が高まる。 

（２）社会教育系施設 

 図書館は子どもたちが多く利用しており地区にとって大切な施設だ。 

 歴史民俗資料館は、展示の工夫に加え人が集まる場所に移設するとよい。

（３）スポーツ・レクリエーション系施設 

 スポーツ施設に人が集まるようになれば地域の活性化につながるだろ

う。白樺ハイツは周辺施設との連携や温泉をアピールすることなどによ

り存続できないだろうか。 

（４）学校教育施設 

 小規模ならではの特色があるので、統廃合の対象にしないでほしい。 

（５）子育て支援施設 

 統廃合や民営化によって利用者の負担が増えないようにしてほしい。 

（６）保健・福祉施設 

 高齢者のニーズが多様化しているので、既存施設が更新されないことは

理解できる。 

（７）行政系施設 

 現在の行政サービスセンターのサービスを維持してほしい。 

２．リーディングプロジェクトについて 

 駅舎と行政施設、多目的ホール、図書館、物販施設、カフェが複合して

いると若者から年配者まで集う、利便性の高い施設になるだろう。 
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＜第３回＞

開催日時 平成 30 年 10 月 21日（日） 

参加者数 25 名 

概要
・地域における公共施設の今後の方向性（用途別方針） 

・リーディングプロジェクトによる再配置案の検討 

主な意見等

１．公共施設の再編方針案について 

（１）拠点となる施設等 

 上滝と大庄地区以外の地域について、不便になったりコミュニティが維

持できなくならないように最低限の機能を確保してほしい。 

（２）公共施設の再編方針 

 公共施設は既存の地域コミュニティを維持していくために重要な場なの

で各地区にとって必要だ。 

 歴史民俗資料館と竪穴住居跡展示館は人が多く集まる場所に移して、多

くの人に知ってもらえるとよい。 

 大山地域には豊な自然があるのだから、屋外の遊び場ができるとよい。

 避難所は、災害が起こりそうな時や起こってすぐに危険な場所を通らず

に行ける近場にあることが重要だ。 

 水力発電は大山地域の特徴の一つなので、エネルギーのまちをコンセプ

トにしてはどうか。 

２．リーディングプロジェクト案について

（１）全案共通の意見 

 行政サービスセンターの機能、ホール機能、図書館、商業機能を複合化

できるとよい。 

（２）各案に対する意見 

A 案…まずは現行政サービスセンター側の敷地で検討してほしい。 

B 案…スポーツもできる多目的スペースがあればホール機能としても十分。

C案…駅が移転して複合化すると利便性が増してよいが、実現性に疑問。 
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＜第４回＞

開催日時 平成 30 年 12 月 23日（日） 

参加者数 24 名 

概要

・案の絞り込み 

・修正用途別方針案の妥当性の確認 

・再編を進める上での配慮事項の確認 

主な意見等

１．公共施設の再編方針案について 

（１）拠点となる施設等 

 将来の人口分布を考えると大庄ではなく上滝でリーディングプロジェク

トを実施することに納得がいかない。 

２．リーディングプロジェクト案について 

（１）リーディングプロジェクト案全般 

 大山地域の魅力とは何かを考え、それを複合施設のコンセプトにも反映

できると、外部にアピールできる特色ある施設になると思う。 

（２）地域にとって好ましいと思う案 

A 案…図書館をそのまま利用しており、コストが低く早期実現が可能な

案だと思う。ホールの確保、図書館へ雨に塗れずに移動できる通

路の設置、安全に出入りできる動線に配慮してほしい。 

A’案…図書館を複合化した方がコミュニティ拠点づくり重視型でふさ

わしい。 

B 案…天候に左右されずに規模の大きなイベントができるのがよい。大

きすぎる建物を作っても使いこなせないのではないかと心配だ。

C案・C’案 

…駅にいろいろな機能が集約され、地域の利便性が高まるのがよい。

集客の目玉となる特色を考え、企画運営にも力を入れてほしい。

多目的スペースも設ければ、よりにぎわいが生まれると思う。 

（３）評価表 

収益を上げることで運営費をある程度カバーできれば、評価表のコストに記

載されている金額よりも抑えられると思う。 
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② オープンハウス 

日時 会場 

平成 30 年 11 月 28日（水） 大庄公民館 

平成 30 年 11 月 29日（木） 上滝公民館 
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③ ニューズレター 

＜第１号＞ 
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＜第２号＞ 
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＜第３号＞ 
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＜第４号＞ 


